
当消防本部は、自治省消防庁の平成６年度モ

デル広域消防指定の希望調査を受けて、平成７

年３月３０日付で指定、高度な消防サービスを効

率的に供給できる体制として広域化が必要との

認識から合意を得て、平成１０年４月１日釜石市

消防本部と大槌町消防本部の１市１町の構成に

より釜石大槌地区行政事務組合消防本部として

１本部２署１出張所、職員数１００名（定数１０８

名）で発足した新生の組合消防であり、岩手県

内５９市町村１４消防本部のうち、４消防本部の単

独から２消防本部が広域推進したものでありま

す。

釜石大槌地区行政事務組合は、昭和４７年に釜

石市と大槌町による一部事務組合を構成し運営

していたところへ、新たに消防と特別養護老人

ホームが本組合へ算入し共同事務処理すること

となりました。

二つの消防本部同志が一つになるに当たって

は、かつて、同様にモデル広域指定された謀消

防本部の消防長さんが「嫁ぎ先の味噌汁は３日

で馴染むが、新世帯の味噌汁は馴染むまで日数

がかかる。これまでの味は、隠し味にすべし」

と名訓を示されました。当本部も同年のモデル

指定ではありましたが、まさしく発足まで紆余

曲折の期間を要し、発足時の談話の中で本名訓

を披露され、このことを教訓として職員一同が

肝に命じ、間もなく３年目を迎える今、小規模

消防なるがゆえの弱点を解決していくためには、

消防の充実強化と住民サービスの向上を最大メ

リットとして、ひたすら消防業務に邁進してい

るところであります。

さて、当圏域は本州で一番面積が広く、四国

に匹敵する岩手県にあって、東部の陸中海岸国

立公園のほぼ中央に位置し、県中央部を南北に

走る北上山地の支脈に囲まれ、太平洋に面し、

海岸は紺碧で雄大な景観を誇る三陸リアス式海

岸が広がり、美しい自然と、世界に名だたる三

大漁場のひとつ、三陸漁場を控え、豊富な沿岸

資源による山海の幸に恵まれ、突端とする半島

からなり釜石湾や大槌湾が形成されており、釜

石湾を眼下に昭和４５年に落慶された身長４８．５m

の胸元に魚を抱く真っ白な魚籃観音が鎮座し、

四季折々に観光客が往来、また、行き交う船舶

の安全を見守っている。また、大槌湾には、作

家井上ひさし原作で、NHKテレビで放送され

好評を博した人形劇「ひょっこりひょうたん

島」のほうらい島が沖合に浮かんでおり、更に

は、同作家原作の「吉里吉里人」をきっかけに

誕生したパロディ独立国「吉里吉里国」があり、

観光独立国として全国でもいち早く宣言した元

祖的存在から旅行者のロマンを掻き立てている。

管内の総面積６４１．７３�で人口は６６，４８９人とな
っており、往時の釜石市は、県内２番目の人口

を擁し、「鉄と魚のまち」としてその名を馳せ、

世界でも珍しい橋上市場で市街は活気に満ちあ

ふれ、新日鉄釜石のラグビーは全国７連覇を制

す偉業で、日本ラグビー界にその名を刻まれ、

前途洋々のまちでありました。また、わが国の

近代製鐵の発祥の地として、安政４年西暦１８５７

年に洋式高炉を建設し、出銑に成功させた南部

藩士大島高任は、その名を今も知らしめており

ます。しかしながら、基幹産業であった鉄鋼業

界の合理化、また、水産業も漁獲量の減少傾向

により低迷し、厳しい状況化を抱えております。

そんな中にあって、当市町は、二十一世紀の

幕開けを新たな施策展開として、釜石市は「未

来を拓く研究開発都市」「未来を創る複合産業

都市」「未来を支え合う健康福祉都市」を、大

北から南から ◆各地の消防だより

二十一世紀に飛翔するモデル広域消防へ

釜石大槌地区行政事務組合消防本部 消防長 湊川 孝太
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槌町は「美しい生活空間づくり」「活力あふれ

る産業づくり」「ぬくもりのある生活環境づく

り」「心豊かな創造性あふれる人づくり」「触れ

合いの創造都市づくり」をそれぞれ掲げている

ところであります。

いま釜石市は、津波災害から市民を守るため、

水深５１０mの世界最大規模の釜石港湾口防波堤

を昭和５２年から建設開始されており、早期完成

が持たれ、更に、高速交通体系として東北横断

自動車道と三陸縦貫自動車道が区間整備により、

着々と取り組んでおり、完成後は各地へのアク

セス条件が飛躍的に向上し、三陸地方拠点都市

地域としての重要性が約束され、かつての釜石

市、大槌町へ大きな前進が期待されております。

二十一世紀に飛翔する、モデル広域消防とし

て掲げた事業計画の消防施設設備の充実強化を

推進し、期待される組合消防として構築して参

りたいと考えております。

最後に、当地の市民歌の歌詞方言で、是非一

度はお越し下さいと言う言葉に「是非とも一度

は、“おでんせ”」を送り、消防だよりといたし

ます。

住宅火災における死者（放火自殺者等を除

く）は、建物火災による死者の約９割を占めて

おり、そのうち６５歳以上の高齢者が半数以上と

なっています。今後の高齢化社会の進展ととも

に、住宅火災による死者が急増することが懸念

されます。住宅を火災から守るためには、日頃

からの火災予防の心がけとともに、住宅用防災

機器等を設置することがとても効果的です。そ

こで、火災の出火防止、早期発見、初期消火、

延焼防止の対策に適応する住宅用防災機器等に

ついてまとめてみました。

１ 出火防止対策

火気を使用する器具からの火災は、ほとん

どが取扱いの不適や不注意によるものですが、

こんろによる火災では、出火原因の７０％以上

が「消し忘れ」によるものであり、また、ス

トーブによる火災では、出火原因の３０％以上

が「可燃物の接触・落下」によるもので占め

ています。近年は、技術の向上により出火防

止のため様々な安全装置の付いた暖房器具・

調理器具が普及しており、これらの器具を利

用することは出火防止に極めて有効です。

２ 早期発見対策

住宅火災では、就寝中に火災に気付かず結

果的に逃げ遅れることにより死者を出した事

例が多く見られます。こうした「逃げ遅れ」

を防止するための住宅用防災機器として、煙

や熱を自動的に感知して警報音で知らせる住

宅用火災警報器等があります。 火災に早く

気付くことは、避難や消防機関に通報したり、

初期消火や近所への助けを求めるといった行

☆住宅防火対策の推進《住宅用防災機器等の設置促進》

（予 防 課）

															 広 報 資 料・５月分 															
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動が迅速にできることから、住宅用火災警報

器等の設置は、住宅火災による死者の大幅な

低減に大きく寄与するものと考えられます。

なお、住宅用火災警報器は、比較的安価であ

るとともに、ドライバー１本で簡単に取付け

ることができます。

３ 初期消火対策

火災による被害を最小限にするために、火

災を初期段階で消火する消火器は、もっとも

基本的な消火機器であり、特に住宅用に開発

された消火器は、軽量で、操作がしやすく家

庭に備えておくととても安心です。いざとい

うとき効果的に使用するためには、日頃より、

防災訓練等で実際に使用方法の訓練しておく

ことが大切です。その他、住宅用消火機器と

しては、火災による熱を感知して自動的に消

火する住宅用スプリンクラー設備、住宅用自

動消火装置、レンジ用自動消火装置などがあ

ります。これらの機器は、火災が発生すると

自動的に消火を行うことから、取扱い訓練等

の必要もなく、特に、高齢者、身体障害者等

のいる家庭で設置することを薦めます。

４ 延焼防止対策

住宅火災による死者の内、「逃げ遅れ」の

次に多いのが「着衣着火」であり、寝具類や

衣類などに防炎性能を有するものを使用する

ことで、こうした危険を減らすことができま

す。

また、火災が発生した際に、急激に火が拡大

することを防止するために、カーテン、じゅう

たんなど家庭の燃えやすい繊維製品に防炎性能

を有するものを使用することが効果的です。

住宅火災から命を守るため、それぞれの家庭

で日頃から「火の用心」を心がけるとともに、

いざという時のために住宅用防災機器等を設置

しましょう。
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灯油、ガソリンなどの危険物は、取扱いを一

歩間違えれば大きな災害につながります。危険

物関係の事故の多くは、人的不注意に基づくも

のであり、こうした事故の発生を未然に防止す

るためには、危険物を取扱いする者の安全に対

する意識の高揚、各事業所における自主保安体

制の確立が不可欠です。

○危険物の豆知識

☆ 灯油とガソリン

灯油とガソリンの簡単な見分け方は、ガ

ソリンはオレンジ系に着色されていますが、

灯油は無色です。石油ストーブに間違えて

ガソリンを入れ、使用すると異常燃焼を起

こし火災になることがあります。

☆ 危険物の蒸気（ガス）

ベンジンやガソリンなどの危険物は、常

に可燃性の蒸気（ガス）を発生しており、

温度の上昇につれてその量を増します。発

生した蒸気（ガス）は空気より重いことか

ら床などの低所を流れ、思わぬところから

火災になることがあります。

☆ 噴霧状態の危険物

スプレーにより噴射される危険物は、細

かい粒子であるために、燃焼に際して空気

の供給状態が充分であるため容易に燃焼を

開始してしまい、より危険な状態なのです。

○地震の備え

地震時には、家具の転倒又は家具からの落

下、棚からの落下物等により危険物の容器は、

破壊される危険性があります。危険物が一旦

流出し、引火した場合、他の木材などの燃焼

と異なり、火炎の成長速度、燃焼力が強いこ

とから、火災が早く拡大します。

もう一度、身の回りの危険物の置き方、置

き場所について見直してみましょう。

○危険物施設における地震の備え

危険物施設における地震対策の第一歩は、

危険物の貯蔵・取扱いに係る基準を遵守する

とともに、その施設を適正に維持管理するこ

とです。

皆さんの施設においても危険物施設の被害

を最小限度におさえるために設備・建築物等

の耐震化、防災資器材の準備などの対策及び

地震後の再稼働時における対策について改め

て検討を加え、より適切な地震対策を推進し

ていくことが必要です。

○危険物施設における静電気対策

危険物関係事業所における火災の着火原因

の中で、静電気に起因するものは毎年上位を

占めています。

静電気による火災の状況は様々で、可燃性

蒸気が滞留する場所で爆発につながり大災害

になることもあります。静電気の発生を無く

すことは大変難しく、それ故、静電気による

災害を防止するための作業服等の帯電防止、

作業室の換気、排気、湿度の管理などの対策

が不可欠となります。

○危険物施設の漏えい事故を防ぐ

危険物施設における漏えい事故の中で、腐

食（さび）に起因するものは毎年数多く発生

しています。

地下に埋設された危険物施設の腐食を発見

することは大変難しく、もし発見が遅れれば

大量の漏えい事故につながります。また、一

概に腐食といっても、その発生メカニズムは

様々で、例えば、異種金属が接続されている

場所、直流電気鉄道の近く、雨水の溜まりや

すい所などで腐食は発生しやすく、危険物施

設が設けられている場所の状況に適した対策

が必要となります。腐食による漏えい事故を

最小限に防止するためには、その施設に携わ

る人の意識の高揚が大切であります。

☆危険物の安全確保について

（危険物規制課）
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私たちは、いつ、どこで、突然のけがや病気

におそわれるか分かりません。また、けがや病

気の中には必要な手当をしないと状態の悪化を

招き生命の危険におちいるものがあります。た

とえば、意識のない人をそのままにしておくと、

舌がのどに落ち込んで呼吸ができなくなり、つ

いには心臓も止まって死に至ることもあります。

また、けがを負い大量に出血している人に、

出血を止める処置をしないでそのまま放置して

おくと出血性ショックにより、やはり死に至り

ます。

それでは、このようなけがや病気の場面に遭

遇したとき、一体私たちは、どのような行動を

とればよいのでしょうか。

救急救命士の導入効果を検証することを目的

に設置した救命効果検証委員会（財団法人救急

振興財団）の分析結果によると、心肺停止患者

の生存率を向上させるためには、近くに居合わ

せた人（バイスタンダー）によるCPR（心肺

蘇生法）が重要であるとされております。（表

参照）

救急車が１１９番通報を受けてから救急事故現

場に到着するまでに全国平均６．０分（平均１０年

中）です。しかし、呼吸や脈拍がない傷病者を

そのまま放置して救急隊員に引き渡したのでは、

けがや病気はさらに悪化し、最悪の場合、生命

を救うことのできる人も、救うことがとができ

なくなってしまいます。

そこで、このような場合には、一刻も早く適

切な応急手当を行う必要があります。そして、

その応急手当を行う人こそ、その場に居合わせ

た「あなた」なのです。

自治省消防庁では、「応急手当の普及啓発活

動の推進に関する実施要綱」を定め応急手当に

関する正しい知識と技術の普及に努めておりま

す。

応急手当に関する正しい知識と技術を修得し

たい方は、消防機関等が実施する応急手当講習

に積極的に参加してみてはいかがでしょうか。

詳しいことは近くの消防署に電話等でお問い合

わせください。

１ 地域の暮らしの安全を守る消防団

消防団は、消防本部や消防署と同じく市町

村が設置する消防機関です。平成１１年４月１

日現在、全国で３，６４１団設置されており、

９５７，０４７名の方々が消防団員として活躍して

います。

消防団は、「自らの地域は自らで守る」と

いう精神に基づき、地域の住民等によって組

織されていますが、消防団員の身分は特別職

の地方公務員として位置づけられています。

消防団員は、普段は各自の職業に従事しな

がら、いざ火災等が発生した場合には、いち

早く現場へかけつけ消火活動等を行っていま

す。

さらには、地震や風水害などの多数の要員

を必要とする大規模災害時には欠くことので

表 心原性・バイスタンダーが心停止を目撃し

た症例（７２２例）

☆住民に対する応急手当の普及啓発

（救急救助課）

発症後３ヶ月生存（％）

バイスタンダーCPRあり（２０５例） １５例（７．３％）

バイスタンダーCPRなし（５１７例） １７例（３．３％）

☆消防団活動への理解と協力について

（消防課）
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きない存在となっており、昨年の６月から１０

月にかけての集中豪雨や台風による災害にお

いては、被災市町村のほか近隣からも多数の

消防団員が出動し、危険箇所等の警戒巡視、

要救助者の救助、行方不明者の捜索、住民の

避難誘導、土のう積み等の活動にあたり、被

害の拡大防止に大きく貢献したところです。

災害時以外においても、防火訪問、応急手

当の普及指導、巡回広報、特別警戒など地域

に密着した様々な活動を行っています。また、

これらの活動分野については、近年増えつつ

ある女性消防団員が、その優しさやきめ細や

かさを生かして活躍しているところです。

このように消防団は、地域の暮らしの安全

を守るため、大変重要な役割を果たしていま

す。

２ 消防団の抱える課題

しかし一方で、近年の社会経済情勢の変化

の影響を受けて、消防団は様々な課題を抱え

ており、組織力の低下が危惧されています。

第一は、消防団員数の減少です。平成元年

には約１００万人いた消防団員の数は年々漸減

傾向にあります。第二が、消防団員の平均年

齢の上昇です。昭和５０年には３０歳未満の消防

団員の割合は４０％を超えていましたが、平成

１１年４月１日現在では、２６．０％と低下し、逆

に４０歳以上の消防団員の割合が３４．４％を占め

ており、平均年齢は３６．５歳となっています。

第三が、いわゆるサラリーマン団員の増加で

す。昭和５１年には４２．８％であった被雇用者の

方の占める割合は、平成１１年では６７．８％とな

っており、地域によっては昼間の消防力の低

下が懸念されています。

３ 消防団の充実強化に向けた施策

このような課題に対処し、消防団の充実強

化を図るため、消防庁では、次のような施策

を推進しています。

�消防団の施設、装備の充実
地域における消防団の活動拠点となる施

設に対して補助を行う「消防団拠点施設等

整備事業」、無線機器や安全装備品などの

消防団に必要な設備の総合的な整備に対し

て補助を行う「消防団活性化総合整備事

業」の二つの国庫補助事業を実施していま

す。

�消防団員の処遇改善
地方交付税における消防団員の報酬や出

動手当等の算入額の引上げを行うとともに、

消防団活動において被災した場合の公務災

害補償における補償基礎額及び一定期間勤

めた消防団員が退職する場合に支給される

退職報償金の基準額を改善するなどの措置

を行っています。

�青年層・女性層の参加促進
消防団員数の減少や消防団員の平均年齢

の上昇に対応するため、消防団啓発ポスタ

ー、パンフレットの作成・配布や政府提供

のテレビ番組等、各種広報媒体を通じた PR

等により、青年層、女性層の消防団への参

加促進に努めています。

また、消防団に関する幅広い情報を提供

するため、インターネットに消防団のホー

ムページ（URLは http : //www.fdma.go.jp/

syobodan/danindex.html）を開設し、消防団

活動に対する理解と協力を求めています。

４ 消防団活動に対する理解と協力のお願い

火災や地震等の災害に備え、安全で災害に

強いまちづくりを進めるためには、住民の皆

さんの地域防災への関心を高めていただくと

ともに、地域全体の防災体制を確立し、その

中心的な役割を担う消防団の充実強化をより

一層推進していくことが重要であると考えら

れます。そのためには、住民の皆さん一人ひ

とりの消防団に対する理解と協力が不可欠で

す。

消防団員は、自らの仕事のかたわら、災害

が発生した際には真っ先に災害現場に出動す

るとともに、その職務の性質上、日常におい

ても訓練等が要求されることから、家族はも

とより、いわゆるサラリーマン団員の場合に
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は、企業、事業所の理解と協力が欠かせませ

ん。家族や勤め先の方々をはじめとする皆さ

んの理解と協力が得られてはじめて、消防団

は、地域と一体となった消防防災活動を行う

ことができるのです。

消防団の充実強化のため、消防団とその活

動に対する一層のご理解とご協力をお願いし

ます。

我が国は、おおむね温帯に位置し、春夏秋冬

のいわゆる四季が明瞭に現れます。そして、四

季の様々な気象現象として現れる台風、大雨、

大雪などは、時に甚大な被害をもたらすことが

あります。

春から夏への季節の変わり目には、梅雨前線

が日本付近に停滞し、活動が活発となって多量

の降雨をもたらします。

我が国は、その急峻な地形ゆえに、河川は著

しく急勾配であり、豊富な降雨が短時間に流出

するため、洪水などによる災害が起こりやすく

なっており、特に、河川水位より低い沖積平野

を中心に人口が集中し、高度な土地利用が行わ

れるなど、洪水時に河川の氾濫等による被害を

受けやすくなっております。また、急峻な山地

や谷地、崖地が多い上に、台風や豪雨、豪雪に

見舞われやすいという気象条件が加わり、土石

流、地すべり、がけ崩れ等の土砂災害が発生し

やすい条件下にもあります。特に、近年の林地

や傾斜地又はその周辺における都市化の進展な

ど土地利用の変化と相俟って、土砂災害による

犠牲者は、自然災害の犠牲者の中でも大きな割

合を占めています。

昨年、６月下旬から７月上旬の豪雨により広

島県を中心に、死者・行方不明者３９人、負傷者

約７８人、住家の全・半壊約２２５棟、床上・床下

浸水約２万棟の被害が生じました。死者・行方

不明者の多くは、土砂災害によるものです。

今年も梅雨期を迎えるにあたり、水害から身

を守るために、次の点を心がけましょう。

１ 災害の危険のある地域の把握

住んでいる地域や、普段から活動している

行動範囲内に、どの場所でどのような災害の

危険があるか、また、過去にどこでどのよう

な災害が発生したかは、市・区役所、町・村

役場で確かめることができます。また、これ

らの情報は広報誌に掲載されることもありま

す。普段の安全な日に現地を確認しておくこ

と、あるいは地図の上からだけでも場所を確

認しておくと、いざという場合に役立ちます。

２ 防災気象情報の入手

災害の発生するおそれのある気象状況を知

らせる警報などの「防災気象情報」は、テレ

ビ・ラジオなどのマスメディアを通じて伝え

られるとともに、市町村長へも伝えられます。

市町村長は、災害の危険が迫った地域の住民

に対して「避難勧告・避難指示」を行います。

この指示は、防災行政無線、広報車などによ

って伝えられます。防災気象情報を入手し、

危険な状況になることが想定される場合、「避

難勧告・避難指示」が出されないか気をつけ

る必要があります。また、


 テレビやラジオから伝えられる防災気象

情報を視聴したら、再度家の周りの安全確

認をしましょう。

� 最新の情報を入手するように努めましょ

う。

� 雨で増水した小川や側溝は境界が見えに

くくなり、転落事故が発生します。また、

土石流、地すべり、がけ崩れ等の土砂災害

も起こりやすくなります。日頃安全な場所

でも油断せず、危険な場所にはむやみに近

づかないようにしましょう。

☆風水害への備え

（防 災 課）
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３ 避難とその準備


 避難勧告・避難指示が出てからあわてな

いように、避難場所、道順、避難指示の伝

達方法、隣近所との協力体制について再度

確認しましょう。

� 非常用持ち出し品の点検をしましょう。

� 赤ちゃんのいる家庭では、粉ミルクやお

湯を忘れないように準備しましょう。

 防災機関などからの避難の指示があった

ら、素早く避難しましょう。

� 避難の際は持ち物は最小限にし、背中に

背負うなどして、とっさのとき両手が自由

に使えるようにしておきましょう。

４ 自主的に避難する

避難勧告や避難指示がまだなくても、周囲

の状況等から危険と判断した場合には自主的

に避難しましょう。自主的に避難したため、

難を逃れることが出来たという事例は数多く

あります。「自分たちの命は自分たちで守

る」という意識を持つことを心がけましょう。

５ 都市型の新しい災害

都市型の新しい災害として、ビルなどの地

下に大量の水が一気に流れ込んで死者が発生

しています。付近一帯が浸水しそうな時など

は、地下に入るのは避けましょう。

６ 防災知識の習得

自治体、消防機関、自主防災組織などが開

催する防災訓練、研修会、講習会、防災イベ

ントなどに積極的に参加したり、広報誌やパ

ンフレットを通じて、普段から防災に関する

知識を蓄え、いざというときの対応力を身に

つけるなど、災害に対する警戒を怠らないよ

うにして下さい。

７ 自主的な防災活動

大規模な災害により広範囲にわたる災害が

発生した場合には、防災関係機関などによる

活動が困難になることが予想されますので、

地域の住民一人ひとりが「自分たちの地域は

自分たちで守る」という連帯意識を持ち、自

主的な防災活動を行うことが大切です。この

ような活動が効果的、組織的に行われるため

には、地域ごとに自主防災組織の活動を充実

させ、日頃から防災用資機材の整備などを進

めるとともに、風水害などの災害が発生した

場合を想定して、地域の実情に応じた実践的

な訓練をみなさん自身で積み重ねておくこと

が大切です。

住民のみなさんと防災関係機関が一体とな

って、より一層の防災体制の強化に努め、水

害による被害をなくしましょう。
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平成１１年度消防功労者表彰式について

平成１１年度消防功労者表彰式を去る３月８日

�の１０時００分から港区虎ノ門ニッショーホール
において、衆議院地方行政委員会委員長、参議

院地方行政・警察委員会委員長ほか多数の来賓

の御臨席のもと盛大に挙行いたしました。

今回受章された方々（団体）は

１ 防災思想の普及、消防施設の整備、その他

災害の防ぎょに関する対策、消防教育の実施

についてその成績特に優秀な者

２ 永年勤続し、その成績が優秀で他の模範と

認められる者

３ 防災思想の普及、消防施設の整備、その他

災害の防ぎょに関する対策の実施について、

その成績特に優秀でかつ他の模範となると認

められる消防機関等で受章者（団体）は次の

とおりです。

消防庁長官定例表彰受章者

功労章 １７３名

永年勤続功労章 ２，３４６名

表彰状 ５名

計 ２，５２４名

消防庁長官定例表彰受章機関

表彰旗 ４５機関

竿頭綬 ４１機関

計 ８６機関

式典では、東尾総務課長の司会により進行し、

鈴木消防庁長官の「式辞」の後各表彰ごとにそ

れぞれの代表者に章記等を授与しました。最後

に受章者の代表が「謝辞」を述べ、表彰式を終

了しました。

なお、今回の代表謝辞者及び代表受領者は次

の方々です。

代表謝辞 福岡県 飯塚地区消防本部 消防正監 和多 重隆

功労章 福島県 鹿島町消防団 団 長 高橋 好三

永年勤続功労章 秋田県 秋田市消防団 副 団 長 佐藤 鈴雄

表彰状 静岡県 静岡県消防学校 校 長 田中 溢郎

表彰旗 佐賀県 呼子町消防団

竿頭綬 広島県 安浦町消防団

総 務 課

��������������� 最 近 の 行 事 か ら ���������������
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消防研究所の一般公開について

消防研究所では、平成１２年度科学技術週間（４月１７日�～２３日�）における行事の一環として、
下記のとおり一般公開を行います。

記

１ 概要 消防研究所において行っている消防防災の科学技術に関する基礎から応用までの幅

広い研究、開発の内容について、実験の実施、写真パネルの展示、ビデオ放映等によ

りご紹介します。

２ 日時 平成１２年４月２１日�
１０：００～１６：００

３ 場所 〒１８１―８６３３ 東京都三鷹市中原三丁目１４番１号

消防庁消防研究所

４ 対象 一般（無料）

５ 問い合わせ先

消防庁消防研究所庶務課

電話 ０４２２―４４―８３３１

なお、消防研究所ホームページ（http : //www.fri.go.jp）にも掲載しております。

��������������� お 知 ら せ ���������������
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平成１２年２月の主な通知・通達について

☆テレビによる防災キャンペーン（４月分）☆

発 番 号 日 付 あ て 先 発信者 標 題

消防災第１０号
消防危第１１号

平成１２年
２月１日

各都道府県消防主管部長 防災課長
危険物規制課長

「火災・災害等即報要領について」の運用上の
留意点等について

消防危第１２号 平成１２年
２月１日

各都道府県消防主管部長 危険物規制課長 「顧客に自ら給油等をさせる給油取扱所に係る
運用について」の一部改正について

消防救第２１号 平成１２年
２月７日

各都道府県消防主管部長 救急救助課長 ヘリコプターによる救急システムの推進につい
て

消防救第２２号 平成１２年
２月７日

各都道府県知事 消防庁次長 救急事故等報告要領の一部改正について

消防消第３９号
消防特第１２号

平成１２年
２月７日

関係道県消防防災主管部
長

消防課長
特殊災害室長

消防団に係る原子力防災研修の実施について

消防震第２号 平成１２年
２月１０日

各都道府県消防防災主管
部長

震災対策指導室
長

地震防災強化計画の見直しについて

消防災第１６号 平成１２年
２月１５日

各都道府県消防防災主管
部長

防災課長 都道府県地域防災計画の修正について

消防救第４６号 平成１２年
２月１５日

各都道府県消防防災主管
部長

救急救助課長 場外離着陸場における離着陸許可基準の改正に
ついて

消防救第４７号 平成１２年
２月１５日

各都道府県消防防災主管
部長

救急救助課長 消防機関と空港の管理者との連携強化について

消防救第４９号 平成１２年
２月１６日

各都道府県消防防災主管
部長

救急救助課長 救急功労者表彰要綱の制定について

消防予第４８号 平成１２年
２月１８日

各都道府県消防主管部長 予防課長 基準の特例を適用した検定対象機会器具等の取
扱いについて

消防危第１８号 平成１２年
２月１８日

各都道府県知事 消防庁長官 平成１２年度「危険物安全週間」の実施について

消防災第１９号
消防情第２０号

平成１２年
２月２１日

各都道府県消防防災主管
部長

防災課長
防災情報室長

コンピュータ西暦２０００年問題に係る閏日の消防
防災機関の対応について

消防予第５３号 平成１２年
２月２８日

各都道府県消防主管部長 予防課長 特定消防機器等の性能鑑定について

ご 存 じ で す か ～ 防 災 ミ ニ 百 科 ～

放 送 日 主 管 課 テ ー マ

４月１３日 防 災 課 （仮）少年消防クラブの活動～フレンドシップ２０００
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訂正並びにお詫び

消防の動き３４８号の中で次の箇所に誤りがありました。

２９頁 寺村 映 殊
�

災
�

害
�

室
�

長
�

が正しくは特
�

殊
�

災
�

害
�

室
�

長
�

となります。

☆３月７日は消防記念日

☆少年消防クラブ活動の理解と参加の呼びかけ

☆春の行楽期における火災の被害防止

☆防火管理の充実

３月の広報テーマ

消防庁ホームページ
http://www.fdma.go.jp/

編 集 発 行

消 防 庁 総 務 課

〒１０５―８４８９東京都港区虎ノ門

２丁目２番１号

TEL ��（����）����

編 集 後 記

３月になり日々春めいて桜のつぼみもふくらむ時期となってきました。今月は、
年度末ということもあり、なにかと慌ただしい毎日ではないかと思います。
早いもので私もこの「消防の動き」の編集に携わってから１年が過ぎようとして

います。消防庁唯一の定期刊行誌であります「消防の動き」は、昭和４６年からの発
行という歴史があり消防庁のシンボルとなっています。しかし、消防に１３年携って
きた私でありましたが、この存在を知り、目にしたのは消防庁へ来てのことであり
ました。この理由としては、消防本部への配布数が各１部のみであるという状況が
あることと思います。
この対策として、一年前からインターネットを利用した、消防庁ホームページ上

での紹介を始めました。この方法を使うことにより、今まで以上の広報効果があが
り、消防職団員約１１１万人の目にも触れる機会が飛躍的に増えたのではないでしょ
うか。しかし、その反面、編集にもより一層責任を感じるようになりました。（日
本全国の人からも全世界の人からも見られている�）
これからも一層の内容の充実を図り、積極的に広報活動を展開して行きたいと思

います。なお、来月号からは新たに担当者が変わりますが、この伝統を無くさない
よう継承しますので引き続きご愛読の程よろしくお願いします。
（消防の動きアラカルト：表紙の題字「消防の動き」は、当時の石見消防庁長官
の自筆で昭和５７年４月から使用） （K.F）
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